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The Accounting Treatment of the Debit Excess in the Business
Combinations: Is it Negative Goodwill or not?
Aki Yamauchi
　企業結合が行われる際に、取得企業による取得の対価が被取得企業の識別可能な純資産の公正価値
を下回った場合、その差額分の「借方超過額」が生じる。本稿は、日本および諸外国（米国・国際・英
国およびEU）の現行諸基準および公開草案をとりあげながら、このような企業結合時に生じる「借方
超過額」の発生原因とその会計学的性格を明らかにし、その会計処理として考えられうる方法を提示
することを目的としている。
In the business combinations in which the consideration transferred for the acquirer’s interest in the
acquiree is less than the fair value of that interest, debit excess exists. The purpose of this paper is to
consider the causes and the nature of the debit excess and provide the accounting treatment of the debit
excess.
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Ⅰ　はじめに
　企業結合が行われる際に、取得企業による取
得の対価が被取得企業の識別可能な純資産の公
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正価値を下回った場合、その差額分の「借方超
過額」が生じる（図１参照）（1）。当該「借方超過
額」を巡っては、その差額が如何なる発生原因
により生じたものであるのか、また、当該差額
に対して如何なる会計処理方法を適用すべきか
など、様々な議論が行われてきたが、未だ統一
的な見解は得られていない。本稿は、このよう
な企業結合時に生じる「借方超過額」の発生原
因とその会計学的性格を明らかにし、その会計
処理として考えられうる方法を提示することを
目的としている（2）。なお、本稿では具体的な検
討の対象として、表１に示したような日本およ
び諸外国（米国・国際・英国およびEU）の現行
諸基準および公開草案をとりあげる。
図１　企業結合時に発生する「借方超過額」
Ⅱ　企業結合時に発生する「借方超過額」
の会計処理方法とその類型
－日本および諸外国における現行諸基準
および公開草案の比較整理－
１．現行諸基準における「借方超過額」の当初
発生時に係る会計処理方法
　「借方超過額」の当初発生時の会計処理方法に
関して、米国の現行基準 SFAS141「企業結合」
（以下、SFAS141という）では、当該「借方超過
額」が生じた場合、まず一定の取得した資産（3）以
外の全ての取得資産の価値を比例的に減額する。
そして、それらの取得資産をゼロまで減額して
もなお超過額が残る場合には、その額を異常利
得（extraordinary gain）として認識することとさ
れている（4）。
　次に、国際の現行基準IFRS3「企業結合」（以
下、IFRS3という）では、「借方超過額」が生じ
た場合、まず資産や負債等の測定数値に誤差や
誤謬がないかどうかを見直し、そのような誤差
や誤謬があれば修正をする。そして、そのよう
な修正後もなお「借方超過額」があった場合、
そのような超過額は利得として認識をすること
とされている（5）。
表１　日本および諸外国における現行諸基準および公開草案
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　そして、英国の現行基準FRS10「暖簾および
無形資産」（以下、FRS10という）では、国際と
同様、まず資産や負債等の測定に誤差や誤謬が
ないかどうかなどを見直し、誤差や誤謬があれ
ば修正をする。そして、修正後の「借方超過額」
は負の暖簾として認識し、正の暖簾の下に表示
をすることとされている（6）。
　さらに、EUにおける第７号指令（以下、第７
号指令という）では、企業結合時に発生した負
の差額（本稿でいう「借方超過額」のこと）は、
個別の項目として認識することと規定されてい
る。ただし、その表示名に関しては適切な表示
でと規定されているのみで、その項目が負の暖
簾であるとは明示されておらず、また、貸借対
照表のどこに表示するのかについても明示され
ていない（7）。
　最後に、日本の現行基準「企業結合に係る会
計基準」では、そのような超過額が出た場合、そ
れを「負の暖簾」として認識し、負債の部に表
示することとされている（8）。
　以上をまとめると、表２のとおりとなる。
２．公開草案における「借方超過額」の当初発
生時に係る会計処理方法
　現在、米国と国際では企業結合に関する共同
プロジェクトが行われており、その成果として
同一の内容を有する SFAS141の改訂公開草案
「企業結合」（以下、SFAS141（R）EDという）お
よび IFRS3の改訂公開草案「企業結合」（以下、
IFRS3（R）EDという）が公表されている。
　SFAS141（R）EDおよびIFRS3（R）EDでは、
「借方超過額」が発生した場合、まず資産や負債
等の測定誤差や誤謬を見直し、間違いがあれば
それらを修正する。その後、当該企業結合がバー
ゲンパーチェスでなかったならば生じていたで
あろう暖簾の額を暫定的に測定し、当該暖簾を
ゼロまで減額した後に残った超過額を利得とし
て認識する（9）。
　なお、国際より IFRS3（R）EDが公表された
ことを受けて、英国においてもFRED36という
企業結合に関する公開草案が公表されているが、
当該公開草案では、 FRS10 における規定を改訂す
る可能性があるものとして IFRS3（R）ED にお
ける規定を取りあげて紹介しコメントを付けて
いるのみで、FRS10における規定がどのように
改訂されるかについては言及されていない。
　以上をまとめると、表３のとおりとなる。
３．「借方超過額」に適用される会計処理方法の
２類型
　ここまでで、日本および諸外国における現行
諸基準および公開草案における「借方超過額」に
表２　現行諸基準における「借方超過額」の当初発生時に係る会計処理方法
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適用される会計処理方法を整理してきたが、こ
れらは大きく２つの類型、つまり「負の暖簾と
して認識する方法」と「利得として認識する方
法」とに分けられる。
　ここで、「負の暖簾として認識する方法」に属
すのは英国の現行基準FRS10および日本の現行
基準「企業結合に係る会計基準」であり、「利得
として認識する方法」に属すのは米国の現行基
準SFAS141（10）およびその改訂公開草案SFAS141
（R） EDならびに国際の現行基準IFRS3およびそ
の改訂公開草案 IFRS3（R） EDである。なお、EU
の第７号指令は、負の暖簾として認識すると明
示はされてはいないものの、「借方超過額」を個
別の項目として認識することとされていること
に加えて、その項目が貸借対照表の項目として
示されているため、２類型のうち、「負の暖簾と
して認識する方法」に含まれるものといえる。
　以上をまとめると、表４のとおりとなる。
Ⅲ　負の暖簾として認識する方法の論拠お
よび利得として認識する方法の論拠
１．負の暖簾として認識する方法の論拠
　「借方超過額」を負の暖簾として認識する方
法の主な論拠としては、以下の４つが挙げられ
る（11）。
　まず、１つめの論拠は、企業結合後に行われ
ることが予想される組織変更や再構築から生じ
る将来の費用や損失を「借方超過額」の発生原
因の１つとして考え、それを負の暖簾として認
識するというものである（論拠Ａ）。なお、日本
の基準のように、このような費用や損失を負の
表３　公開草案における「借方超過額」の当初発生時に係る会計処理方法
表４　「借方超過額」の会計処理方法の２類型
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暖簾に含めて認識するのではなく個別の負債項
目として認識する場合もある。
　次に、２つめの論拠は、バーゲンパーチェス
つまり情報の非対称性や強制的な売買により被
取得企業を安く買えたという経済的事実を「借
方超過額」の発生原因の１つと考え、適正な損
益計算を行うために、バーゲンパーチェスによ
り生じた利得を一旦繰り延べて、それを負の暖
簾として認識するというものである（論拠Ｂ）。
　そして、３つめの論拠は、負の暖簾の本質に
関して、正の暖簾との対称性を考慮するという
ものである。つまり、企業結合時に生じる「貸
方超過額」はプラスのシナジーであり超過収益
を生み出すという正の暖簾であるのに対して、
「借方超過額」をマイナスのシナジーであり正常
以下の収益しか生み出さないものであるとして、
負の暖簾として認識するというものである（論
拠Ｃ）。
　最後に、４つめの論拠は、そもそも「借方超
過額」の発生原因に合理性を見いだすことは困
難な場合が多いというものである。つまり、当
該超過額が生じた場合、その原因が何かは不明
ではあるが、企業結合時に発生する「貸方超過
額」については正の暖簾として認識するため、
「借方超過額」はその反対のものとして負の暖
簾として認識しておくというものである（論拠
Ｄ）。
２．利得として認識する方法の論拠
　「借方超過額」を利得として認識する方法の主
な論拠としては、「借方超過額」の発生原因を
バーゲンパーチェス、つまり情報の非対称性や
強制的な売買により被取得企業を安く買えたと
いう経済的事実を「借方超過額」の発生原因の
１つと考え、このように安く買えたという経済
的事実を忠実に表すために、利得として即時に
認識するということが挙げられる（論拠ａ）（12）。
　なお、SFAS141（R）ED および IFRS3（R） ED
では、企業結合後に行われることが予想される
組織変更や再構築から生じる将来の費用や損失
について、当該費用や損失は取得の対価のみな
らず資産および負債の公正価値測定にも影響を
及ぼすため、「借方超過額」の発生原因としては
考えられないとされている。当該費用や損失が
「借方超過額」の発生原因として考えられるな
らば、先述したように、それを個別の負債とし
て認識もしくは負の暖簾に含めて認識しようと
いう議論も生じるが、当該費用や損失が「借方
超過額」の発生原因として考えられないならば、
そのような議論がなされる余地がないわけであ
る（論拠ｂ）。
３．２類型の論拠を支える鍵としての発生原因
　負の暖簾として認識する方法および利得とし
て認識する方法の論拠をみてみると、「借方超過
額」の発生原因をどのように考えるのかという
ことが、これら２類型を考える際の１つの鍵と
なっていることが分かる。
　そこで次に、伝統的に議論されてきた「借方
超過額」の発生原因を概観し、その発生原因を
負の暖簾として認識する方法および利得として
認識する方法の論拠にみられる「借方超過額」
の発生原因と照らし合わせることで、各発生原
因が企業結合時に発生する「借方超過額」の発
生原因として考えられうるものであるか否かと
いう点について、検討を行うことにする。
Ⅳ　「借方超過額」の発生原因
－伝統的に議論されてきた「借方超過額」
の発生原因を手がかりとして－
１．伝統的に議論されてきた「借方超過額」の
発生原因
　企業結合時に生じる「借方超過額」の発生原
企業結合時に発生する「借方超過額」に関する一考察
－ 6－
因としては、過去から現在に至るまで様々な議
論がなされてきているが、その代表的な見解と
しては以下の６つが挙げられる（13）。
（発生原因①） 資産および負債等の測定誤差
もしくは誤謬であるという見
解。
（発生原因②） 企業結合後に行われることが
予想される組織変更や再構築
から生じる将来の費用や損失
であるという見解。
（発生原因③） 情報の非対称性や強制的な売
買から生じるバーゲンパー
チェスであるという見解。
（発生原因④） 正常以下の収益力（マイナス
のシナジー）であるという見
解。
（発生原因⑤） そもそも「借方超過額」の発
生原因として挙げられている
いずれのものにも合理性は見
出せないという見解。
２．「借方超過額」の発生原因に係る検討
（1）発生原因①について
　「借方超過額」の発生原因が資産および負債等
の測定誤差もしくは誤謬であるという見解は、
負の暖簾として認識する方法および利得として
認識する方法の論拠をみる限り、いずれの論拠
とも直接的な対応はみられない。しかし、ほと
んどの基準において、「借方超過額」を負の暖簾
としたり利得としたりする前段階として、基本
的には資産および負債の見直し・修正を行うこ
ととされているため、資産および負債等の測定
誤差もしくは誤謬は、発生原因の１つとして間
接的には対応するものと考えられる。そして、こ
れらが発生原因として考えられうるか否かにつ
いてであるが、企業結合において資産および負
債は基本的に公正価値測定が行われるわけであ
り（14）、近年、測定技術が発達しつつあるとはい
え、公正価値測定の際に測定誤差もしくは誤謬
が全く生じないということは考えにくい。その
ため、このような発生原因により「借方超過額」
が生じる状況は実際に存在しうるといえる。
（2）発生原因②について
　「借方超過額」の発生原因が企業結合後に行わ
れることが予想される組織変更や再構築から生
じる将来の費用や損失であるという見解に関し
て、このような将来の費用や損失としては、具
体的には、その発生の可能性が取得の対価の算
定に反映されているようなリストラ引当金のよ
うなものが想定される。
　このような発生原因は、論拠Ａおよび論拠ｂ
に対応するものであるが、論拠Ａは発生原因と
して考えられうるという肯定的な見解であるの
に対して、論拠ｂは発生原因としては考えられ
ないという否定的な見解である点に留意する必
要がある。さらに、論拠Ａのように発生原因と
して考えられうる場合であっても、必ずしも負
の暖簾として認識されるわけではなく、日本基
準のように個別の負債項目として認識する場合
もある点に留意する必要がある（15）。
　ここで、このような将来の費用や損失が「借
方超過額」の発生原因として実際に考えられう
るか否かということについてであるが、実際の
企業結合時においては、このような将来の費用
や損失が取得の対価の測定に反映されたという
ことが明らかなケースもあるはずである。そし
て、それらが日本基準のように個別の負債とし
て認識されない場合、それらは「借方超過額」
に含まれることとなる。そのため、そのような
将来の費用や損失は「借方超過額」の発生原因
として実際に考えられうるものといえる。
　これに対して、論拠ｂのように、当該将来の
費用や損失は上述したような取得の対価のみな
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らず資産や負債の測定にも反映されるはずであ
るため、当該費用や損失を原因とする借方超過
額は発生しないという考え方もある。実際、こ
のような費用や損失を、例えば、レポーティン
グユニットといったある一定のレベルのグルー
プにまで落とし込むことは可能であるように思
われる。しかし、仮に当該費用や損失を個別の
資産や負債自体にまで落とし込み、それらの測
定に反映させることが可能かどうか、また、そ
のようにして測定された個々の資産や負債の実
態は適切に表されうるものであるかどうかにつ
いては疑問が残る。
（3）発生原因③について
　「借方超過額」の発生原因が情報の非対称性や
強制的な売買から生じるバーゲンパーチェスで
あるという見解は、論拠Ｂおよび論拠ａに対応
するものである。
　このような買手と売手との間の情報の非対称
性や強制的な売買といった状況は、ごく稀では
あるかもしれないが、企業結合という実際の取
引において想定されうるものであるため、発生
原因として考えられうるものといえる。なお、こ
のような状況は、企業結合という取引に限らず
どのような取引においても想定される状況では
あるが、通常の取引では、例えば資産の購入取
引を考えた場合、取得の対価がそのまま資産の
取得原価となるため、それがバーゲンパーチェ
スであったとしてもこのような超過額が生じる
ということはない。この点において、企業結合
取引は通常の取引とは性格が異なるものと考え
られる（16）。
（4）発生原因④について
　「借方超過額」の発生原因が正常以下の収益力
（マイナスのシナジー）であるという見解に関し
てであるが、これは、伝統的には正の暖簾との
対称性で議論されてきたものであり、先述の論
拠Ｃと対応するものである。
　この考え方のもとでは、正の暖簾は「超過収
益力（企業が有するプラスのシナジー）」である
とされ、負の暖簾は「正常以下の収益力（企業
が有するマイナスのシナジー）」であるとされ
る。このように負の暖簾と正の暖簾とが対称的
なものであるという考え方は説得力があるよう
にも思われる。しかし、経営者等が経済的に合
理的な行動を取るということを前提としたなら
ば、このような「正常以下の収益力（企業が有
するマイナスのシナジー）」が存在するような状
況では、経営者等は当該企業全体を売却するの
ではなく、個々の資産を別個に売却するはずで
ある。それゆえ、企業内部において「自己創設
による負の暖簾」が潜在的に存在しているとい
う状況は考えられうるが、「企業結合により生じ
た負の暖簾」が存在するという状況は考えにく
い（17）。
（5）発生原因⑤について
　「借方超過額」の発生原因として挙げられてい
るいずれのものにも合理性は見出せないという
見解に関してであるが、ここまでで見てきたよ
うに、「借方超過額」の発生原因としては複数の
項目を考えることができる。そのため、発生原
因に合理性を見いだすことは、じゅうぶんに可
能であるといえる。
Ⅴ　「借方超過額」に適用すべき会計処理
方法
－負の暖簾として認識する方法と利得と
して認識する方法の特徴と問題点を手がか
りとして－
　ここまで、伝統的に議論されてきた「借方超
過額」の発生原因ならびに負の暖簾として認識
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する方法および利得として認識する方法の論拠
にみられる「借方超過額」の発生原因を照らし
合わせながら、各発生原因が企業結合時に発生
する「借方超過額」の発生原因として考えられ
うるか否かという点について検討してきた。そ
の結果、④および⑤は発生原因として考えられ
ない一方で、①～③は発生原因として考えられ
うるものであるという結論に至った。
　これら①～③の発生原因は異なるため、当然
に異なる会計処理方法が適用されるべきである。
そこで、本節では、発生原因①～③について適
用されるべき会計処理方法について検討してい
くことにしたい。
１．「借方超過額」に適用すべき会計処理方法に
係る検討－発生原因 ①および②－
（1）発生原因 ①－資産や負債等の測定誤差や
誤謬－
　資産や負債等の測定誤差や誤謬については、
ほとんどの基準において、基本的には誤差・誤
謬の見直し、修正という会計処理方法が用いら
れている一方で、米国の現行基準 SFAS141で
は、一定の取得した資産の公正価値を比例的に
減額するという方法が用いられている。しかし、
このようなSFAS141の方法には問題があるよう
に思われる。つまり、資産の公正価値修正とい
う会計処理を行うと、修正後の資産の測定属性
は取得原価と公正価値のいずれでもないため、
その測定属性が不明となってしまう。さらに、こ
の方法によると、各資産の公正価値をまとめて
比例的に減額するため、減額されるべきではな
い資産の価値まで減額されるということにもな
りかねず、各資産の実態が忠実に表現されない
ということになってしまう。そのため、米国で
採用されているような資産の公正価値修正は適
切な会計処理とはいえず、国際・英国で採用さ
れているような資産および負債等の公正価値の
見直し修正という会計処理方法が適当な処理で
あると考えられる。なお、SFAS141の方法の論
拠の１つとして、取得原価主義会計との整合性
ということが挙げられることがある。これは、あ
くまでも取得の対価を重視し、その範囲内で企
業結合により取得した資産を認識しようとする
考え方である。しかし、取得の対価を重視する
あまり、各資産の実態を著しく歪めてしまうこ
とは、会計情報の利用者に対してその意思決定
に有用な会計情報を提供するという会計の主目
的に反してしまうように思われる。なお、この
点は、取得原価主義会計の限界ともいえるので
はないかと考えられる。
（2）発生原因 ②－企業結合後に行われること
が予想される組織変更や再構築から生じる
将来の費用や損失－
　企業結合後に行われることが予想される組織
変更や再構築から生じる将来の費用や損失に関
しては、それを負の暖簾に含めて認識する方法
と、個別の負債項目として認識する方法とがあ
る。将来の費用や損失を個別の負債項目とはし
ないで負の暖簾に含めて認識する理由の１つと
して、それらが将来事象であるため、負債の定
義を満たさず、個別の負債として認識はできな
いという考え方がある。しかしながら、日本の
基準が規定しているように、当該費用や損失が
取得の対価に反映されていることが明らかな場
合には、当該費用や損失の発生原因自体は企業
結合時に既に発生していると考えられるため、
将来事象としてではなく既に発生した事象とし
て、日本の基準のように何らかの個別の負債項
目として認識をする必要があると思われる。
　ここまでの検討をまとめると、表５のように
なる。
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２．「借方超過額」に適用すべき会計処理方法に
係る検討－発生原因③－
　以上、発生原因①および②に適用すべき会計
処理方法について検討を行ってきた。次に、最
後に残された発生原因③について検討を行うこ
とにしたい。当該発生原因についてはまず、そ
の特徴と問題点について検討を行った上で、そ
れらを手がかりとして、その会計処理方法を検
討していくことにしたい。
（1）負の暖簾として認識する方法と利得として
認識する方法の特徴と問題点
①負の暖簾として認識する方法の特徴と問題点
　負の暖簾として認識する方法の特徴としては、
バーゲンパーチェスにより生じた利得を繰り延
べるという点が挙げられる。このように利得が
繰り延べられるのは、支払対価主義、費用配分
の原理、および原価－実現主義を特徴とする（18）
伝統的な取得原価主義会計との整合性が重視さ
れているからである。つまり、当該利得は資金
的裏づけのない未実現の利得であるため、原価
－実現主義に照らし合わせて考えると、繰り延
べてその後の実現に従い取崩されるべきもので
あるということとなる。また、伝統的に、利益
や利得は使用や売却により生じるものであり購
入取引により生じるべきものではないと考えら
れており、利得を負の暖簾として繰り延べるの
は、このような考え方にもよるものである。
表５　「借方超過額」の発生原因およびその会計処理方法に係る検討
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　一方、負の暖簾として認識する方法の問題点
としては、仮に上記の理由により利得を繰り延
べるとしても、そもそも「負の暖簾」という科
目名はバーゲンパーチェスにより安く購入した
という経済的事実を忠実に表すものとは考えら
れないため、適当ではないということがあげら
れる。なお、先述したように、自己創設の負の
暖簾が企業内部において潜在的に存在している
状況は考えられるが、企業結合により負の暖簾
が生じる可能性は考えにくい。
　さらに、この方法の問題点として、「負の暖簾」
という科目名を用いないとしても、利得を繰り
延べるということは伝統的な取得原価主義会計
と整合的である一方で、バーゲンパーチェスに
より安く購入したという経済的事実を忠実に表
すことができないということが挙げられる。こ
れは、取得原価主義会計の限界とも考えられる。
②利得として認識する方法の特徴と問題点
　利得として認識する方法の特徴と問題点とし
ては、どちらもバーゲンパーチェスによる利得
を即時に認識しているという点にある。つまり、
利得を負の暖簾として繰り延べる方法が伝統的
な会計と整合的な方法であるという点について
は先述したが、それとは反対に、当該利得を即
時に認識するという方法は伝統的な会計と整合
的なものとはいえず、ここに、当該方法の問題
点がみられる。言い換えると、この方法は伝統
的な取得原価主義会計の中では考えにくい会計
処理であるということである。
　一方で、利得を負の暖簾として繰り延べる方
法の問題点として、バーゲンパーチェスにより
安く購入したという経済的事実を忠実に表すこ
とができないという点については先述したが、
それとは反対に、購入による利得を即時に認識
するというのは、安く購入したという経済的事
実を忠実に反映する会計処理であるともいえ、
ここに、当該方法の特徴がみられる。
　このようにみてみると、負の暖簾として認識
する方法と利得として認識する方法の特徴と問
題点とは、裏表の関係になっていることが分か
る。そして、負の暖簾として認識する方法が伝
統的な取得原価主義会計の枠組みで考えられう
る会計処理方法である一方で、利得として認識
する方法はその中では考えられにくい会計処理
方法であることが分かる。また、負の暖簾とし
て認識する方法には取得原価主義会計の限界が
みられ、その限界を克服する鍵が利得として認
識する方法にあるように思われる。
（2）「借方超過額（発生原因③）」に適用すべき
会計処理方法に係る検討－「負の暖簾」と
して認識する方法と「利得」として認識す
る方法の特徴と問題点を手がかりとして－
　バーゲンパーチェスを発生原因とする「借方
超過額」の会計学的性格を考えた場合、先述し
たように未実現の利得と考えられ、この未実現
の利得の会計処理方法としては表６に示したよ
うな３つの方法が想定される。
　まず、１つ目の方法は、バーゲンパーチェス
により発生した未実現の利得を「繰り延べる方
法」である（方法１）。これは、日本や英国等の
現行基準でみられる方法であり、伝統的な取得
原価主義会計の枠組みを重視する場合、この会
計処理方法が採用されることになる。ただし、こ
の場合、負の暖簾という科目名は適当ではなく、
利得を繰り延べたという事実が忠実に反映され
るような別の科目名が用いられるべきである。
さらに、当該項目は日本では負債として表示さ
れ、英国のFRS10では正の暖簾の下にその控除
項目として表示されるわけであるが、未実現利
得であるということを考えると当該項目は負債
として表示されるべきではないし、また、正の
暖簾と対照的ではないということを考えると正
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の暖簾の下に控除項目として表示されるべきで
もないように思われる。
　次に、２つ目の方法は、「即時に利得として認
識する方法」というものである（方法２）。これ
は、米国や国際の現行基準および公開草案でみ
られる方法であり、安く買ったという経済的事
実を忠実に反映するということを重視した場合、
この会計処理方法が採用されることになる。た
だし、資金的裏づけのない未実現の利得が即時
認識されることに対しては、疑問が残る。
　以上のように、現行基準において採用もしく
は公開草案において提案されている方法１およ
び方法２は、いずれもすぐれた特徴を有するも
のである一方で、問題点を抱えたものとなって
いる。
　そこで、それらの代替案として３つ目の方法
を提示してみることにしたい（方法３）。これは、
バーゲンパーチェスにより生じた未実現の利得
を一旦その他の包括利益として認識するという
ものである。この方法を採用した場合、未実現
の利得が純利益に影響を及ぼすレベルにおいて
即時に認識されることがないわけであるから、
純利益の段階でこれまでの伝統的な取得原価主
義会計の枠組みを維持することができる。その
一方で、包括利益の段階では安く買ったという
経済的事実を忠実に反映することができるとい
う意味において、伝統的な取得原価主義会計の
限界を克服することができる。そのため、この
方法３は、方法１および方法２の問題点を解消
し両者の特徴を有しうる方法ではないかと考え
られる（19）。
Ⅵ　おわりに
　本稿では、企業結合が行われる際に生じる
「借方超過額」について検討を行った。具体的
にはまず、日本および諸外国における現行諸基
準および公開草案にみられる「借方超過額」の
会計処理方法を比較整理し、それらを負の暖簾
として認識する方法と利得として認識する方法
という２類型に分類した。その上で、両類型を
支える論拠を概観したわけであるが、その過程
で、これら２類型を考える際の１つの鍵として、
「借方超過額」の発生原因をどのように考えるの
表６　バーゲンパーチェスを発生原因とする「借方超過額」の会計処理方法に係る検討
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かということが重要であるということが判明し
た。そこで、本稿では次に、伝統的に議論され
てきた「借方超過額」の発生原因と両類型の根
拠にみられる発生原因とを対応させながら、各
発生原因がそもそも「借方超過額」の発生原因
として考えられうるか否かということを検討し
た。その結果、資産および負債等の測定誤差、企
業結合後に行われることが予想される組織変更
や再構築から生じる将来の費用や損失、および
情報の非対称性や強制的な売買から生じるバー
ゲンパーチェスが発生原因として浮き彫りと
なった。
　本稿では最後に、これらの項目について如何
なる会計処理方法を適用すべきかについて検討
を行ったわけであるが、発生原因とされる項目
を１つ１つ検討していくと、最後に残ったもの
はバーゲンパーチェスを発生原因とする「借方
超過額」であった。
　バーゲンパーチェスを発生原因とする当該
「借方超過額」は未実現の利得としての性格を有
しており、その会計処理に関して、現行諸基準
および公開草案では、伝統的な取得原価主義会
計の枠組みで会計処理を考えるか、その枠組み
を超えて会計処理を考えるかという２つの考え
方がその背後にあるということが判明した。こ
れら２つの考え方は二者択一的なものとして考
えられることが多いが、会計情報の利用者に対
してその意思決定に有用な会計情報を提供する
という会計の主目的を果たすためには、これら
２つの考え方を二者択一的なものとして捉える
のではなく、両者の特徴を上手く融合させた考
え方を構築する必要があるように思われる。本
稿ではこのような点に鑑み、バーゲンパーチェ
スを発生原因とする「借方超過額」について、
一旦、その他の包括利益として認識する方法を
提示した。なお、その他の包括利益として認識
するとした場合、その後の会計処理としてリサ
イクルを行うかどうか、リサイクルを行う場合
には何を持って実現として取崩すかなど、様々
な検討課題が残されている。これらについては、
別稿にて記すこととしたい。
注
（1） 当該差額は、日本では「負の暖簾」、米国や国際で
は「超過額」や「原価超過額」と呼ばれているもの
であるが、本稿では、当該差額が、借方の超過によ
り生じるものであることから、「借方超過額」と呼
んでいる。
（2） なお、本稿では、いわゆる負の暖簾の当初認識後の
取り扱いについては検討の対象に含めていない。
（3） 当該資産には、「持分法により会計処理されている
投資以外の金融資産」、「売却予定の資産」、「繰延税
金資産」、「年金または他の退職後給付制度に関連
する前払資産」、および「その他の流動資産」が含
まれる。
（4） FASB （2001; pars. 44－ 46）
（5） IASB （2004; par. 56）
（6） ASB （1997; par. 56）
（7） EC （2004b; 19 1（c） and 31）
（8） 企業会計審議会（2003；三２（５）：四１）
（9） FASB （2005; pars.  59－61） および IASB （2005; pars.
59－ 61）
（10）なお、SFAS141は、厳密に分類すると「資産価値
を修正する方法」と「利得として認識する方法」の
組み合わせであるが、本稿では、特に「利得として
認識する方法」に着目して分類を行った。
（11）企業会計審議会（2003）およびASB （1997） を参
照。
（12）FASB （2001）、IASB （2004）、FASB （2005） お
よび IASB （2005） を参照。
（13）黒川（1998）および白石（2003）が詳しい。
（14）日本においてパーチェス法ではなくプーリング法
が採用される場合には、公正価値測定とはならな
いが、本稿ではパーチェス法適用のケースを想定
して議論を進めることとする。
（15）日本の基準においては、一定の条件（取得後短期間
で発生することが予測される費用又は損失であり、
その発生の可能性が取得の対価の算定に反映され
ている場合）を満たした場合、負債として認識する
ことができると規定されている（企業会計審議会
2003；三 2（3））。なお、取得の対価の算定に反映
されている場合とは、企業結合条件の交渉の過程
で当該事象に係る金額が対価の算定に反映されて
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いたことが契約条項等から明らかな場合をいう
（企業会計審議会　2003；注 14）。
（16）この点については、会計の枠組みに関わるより大
きな問題に繋がるため、さらなる検討が必要であ
るように思われる。この点については、別稿にて検
討を加えることとしたい。
（17）なお、ここで言及している暖簾とは、本質的に正の
暖簾とは考えられない諸要素（測定上の誤謬や過
払いなど）を取り除いた、一般的にはコア暖簾と呼
ばれているもののことを示している。
（18）新井（2003；p. 80）
（19）ただし、日本に関して考えると、現在、包括利益自
体が導入されていないため、包括利益の導入の可
否というレベルから議論する必要もある。この点
については、別稿にて検討を加えることとしたい。
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